
67 関税率表第7202・49
号に掲げる物品

フェロクロ
ム（炭素の
含有量が全
重量の４％
を超えるも
の以外のも
の）

23¶881¶221 3¶253¶000 ＫＧ 0•6

68 関税率表第7202・60
号に掲げる物品のう
ち
ニッケルの含有量
が全重量の33％未
満のもの

フェロニッ
ケル（ニッ
ケルの含有
量が全重量
の33％未満
のもの）

3¶508¶186 126¶000 ＫＧ 0•0

69 関税率表第7202・60
号に掲げる物品のう
ち
ニッケルの含有量
が全重量の33％未
満のもの以外のも
の

フェロニッ
ケル（ニッ
ケルの含有
量が全重量
の33％未満
のもの以外
のもの）

1¶145¶018 326¶000 ＫＧ 0•0 平成22年９月16日
適用停止
コロンビア

70 関税率表第7403・11
号、第7403・12号又
は第7403・13号に掲
げる物品
関税率表第7403・19
号に掲げる物品のう
ち
精錬用のもの（銅
の含有量が全重量
の99•8％以下のも
のに限る。）以外の
もの

精製銅 49¶136¶429 0 ＫＧ 0•6

71 関税率表第7407・10
号、第7407・21号、
第 7408・ 11号、第
7408・ 19号又は第
7408・21号に掲げる
物品
関税率表第7407・29
号の２又は第7408・
29号に掲げる物品の
うち
銅・すず合金（青
銅）のもの

銅の棒、形
材及び線

5¶581¶056 888¶013 ＫＧ 0•0 (中華人民共和国)
883¶943ＫＧ

72 関税率表第7409・11
号、第7409・19号、
第 7409・ 40号、第
7409・90号、第74・
10項又は第7411・10
号に掲げる物品

銅のはく及
び精製銅の
板、管等

6¶216¶095 1¶738¶933 千円 0•0 平成22年７月16日
適用停止
中華人民共和国

73 関税率表第7501・20
号の１又は第7502・
10号に掲げる物品

ニッケルの
塊

30¶281¶753 4¶900¶146 ＫＧ 0•6

74 関税率表第76類に掲
げる物品

アルミニウ
ム及びその
製品

11¶694¶260 4¶175¶006 千円 0•0 平成22年５月18日
適用停止
中華人民共和国

75 関税率表第7801・10
号に掲げる物品

鉛の塊 7¶914¶460 0 ＫＧ 0•2

関税率表第 ・ 項 亜鉛の塊 ＫＧ 平成 年９月 日

種 類 精 度 実施時期 図 名 摘 要
地 方 図 50万分１ 平成22年 北 海 道 Ó 要部修正・４色・四六判
〃 〃 〃 〃 〃 ・７色・〃
日本とその周辺 500万分１ 〃 日本とその周辺 修正 ・９色・〃

76 関税率表第79・01項
に掲げる物品

亜鉛の塊 25¶587¶439 11¶098¶161 ＫＧ 0•4 平成22年９月16日
適用停止
ペルー

77 関税率表第81・03
項、第8106・00号、
第 81 ・ 07 項、 第
8108 ・ 90 号、 第
8111 ・ 00 号、 第
8112 ・ 21 号、 第
8112 ・ 22 号、 第
8112 ・ 29 号、 第
8112 ・ 51 号、 第
8112 ・ 52 号、 第
8112 ・ 59 号、 第
8112 ・ 92 号、 第
8112・ 99号又は第
8113・00号に掲げる
物品

その他の卑
金属及びそ
の製品

7¶325¶997 6¶184¶499 千円 0•0 平成22年５月18日
適用停止
中華人民共和国
（南アフリカ共和
国）
1¶228¶628千円

78 関税率表第9401・90
号の１又は第9404・
10号に掲げる物品

腰掛けの部
分品（革製
のもの）、
マットレス
サポート

220¶417 407¶978 千円 0•0 平成22年５月18日
適用停止
全特恵受益国等

79 削除
80 削除
81 関税率表第9603・21
号、第9603・29号、
第 9603・ 30号、第
9603 ・ 40 号、 第
9603・ 50号又は第
9603・90号に掲げる
物品

ほうき及び
ブラシ（非
植物性材料
のもの）

5¶186¶609 2¶708¶460 千円 0•0 平成22年６月16日
適用停止
中華人民共和国

備 考
１．「限度額等」欄に掲げる額又は数量は、「関税暫定措置法（昭和35年法律第36号）第８条の４
第１項の規定に基づき、平成22年度における限度額等を定める件」（平成22年財務省告示第117

号）により定められたものである。
２．「輸入額等」欄に掲げる額又は数量は、平成22年８月末現在のものである。
３．係数とは関税暫定措置法別表第３に定める係数であり、一般税率にこの係数を乗じたものが、
特恵税率（係数0•0のものは無税）となる。
４．「備考」欄に「平成〇年〇月〇日適用停止 全特恵受益国等又は特定国名」のように記載さ
れている場合には、当該物品が当該年月日から平成23年３月31日まで全特恵受益国等又は当該
特定国に対して特恵関税の適用が停止されているものであることを示す。
５．「備考」欄に「（特定国名）輸入額等」のように記載されている場合には、当該物品の平成22

年８月末現在における当該特定国からの輸入額等が限度額等の５分の１に対して７割以上に達
したことを示す。
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基 本 測 量 関 係 事 項 公 告

基本測量の測量成果を得たので、測量法（昭和24年法律第188号）第27条第１項の規定に基づき、
次のとおり公告する。
平成 22年９月 30日 国土交通大臣 馬淵 澄夫
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